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序     文 
 

ブータン王国では、近年の急速な人口増加を背景に若年層の雇用の受け皿の確保・失業率の悪

化が社会問題となっています。上記課題に対応するため、ブータン王国では中期国家開発計画で

ある「第9次5カ年計画（2002～2007年）」にて職業訓練の強化を掲げ、制度枠組みの見直し、職業

訓練機関の能力向上に取り組んできました。また、2003年には、職業訓練を管轄する機関として、

労働人材省を新設しました。 

「第10次5カ年計画（2008～2013年）」では、高い失業率の要因として、若年層の人口増加のみ

ならず、民間セクターの低い雇用吸収力、訓練校等卒業生と産業界の求める人材の間の知識・技

術のギャップ、民間セクターの雇用条件の悪さ（労働環境、賃金等）、地方から都市への人口流入

等が挙げられています。 

こうした背景を踏まえ、同計画では製造業、電力等の産業・民間セクター振興策に加えて職業

訓練校の量的・質的改善、民間セクターの雇用環境改善のための法整備等が掲げられています。 

ブータン王国においては、これまで公的セクターが大きな雇用吸収先となってきましたが、現

在、政府が公的セクターにおける雇用を抑制する方針を打ち出しており、民間セクターでの雇用

吸収に一層大きな期待が寄せられています。今後は職業訓練機関において、これまで以上に民間

のニーズに合致した訓練が求められることとなりますが、同分野にかかるブータン国内の知見は

限られており、更には依然として強い公務員志向、ブルーカラーに対する偏見、インド等外国人

労働力への依存などさまざまな課題に労働人材省は直面しています。 

上記を背景として、2007年にブータン王国政府より、わが国に対して指導員の能力強化を中心

とした職業訓練の改善に対する協力が要請され、2009年6月から4年間の計画で技術協力プロジェ

クト「職業訓練の質的強化プロジェクト」が実施されています。 

今般、実施期間の終了を目前に控え、同プロジェクトの終了時評価調査を行い、ブータン王国

政府との間で、プロジェクト活動の進捗確認、プロジェクト終了後のブータン政府側によるプロ

ジェクト成果の活用など、今後の方向性にかかる協議を行いました。 

本報告書は同調査結果を取りまとめたものであり、類似のプロジェクトに活用されることを願

うものです。 

ここに、本調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成25年2月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
 



 

目     次 
 

序 文 

目 次 

地 図 

写 真 

略語表 

終了時評価調査結果要約表 

 

第１章 終了時評価調査の概要 ············································································································· 1 

１－１ 背景 ······································································································································· 1 

１－２ 終了時評価調査の目的 ········································································································· 1 

１－３ 団員構成及び調査日程 ········································································································· 2 

１－４ 主要面談者 ···························································································································· 3 

１－５ 調査方法 ································································································································ 4 

 

第２章 プロジェクトの実績と現状 ····································································································· 5 

２－１ 投入の実績 ···························································································································· 5 

２－２ 成果の達成状況 ···················································································································· 6 

２－３ プロジェクト目標の達成状況 ···························································································· 12 

２－４ 上位目標の達成見込み ······································································································· 13 

２－５ 実施プロセスの状況 ··········································································································· 13 

 

第３章 終了時評価調査結果 ··············································································································· 15 

３－１ 妥当性 ·································································································································· 15 

３－２ 有効性 ·································································································································· 15 

３－３ 効率性 ·································································································································· 16 

３－４ インパクト ·························································································································· 16 

３－５ 持続性 ·································································································································· 17 

 

第４章 結論 ········································································································································· 19 

 

第５章 提言 ········································································································································· 20 

 

第６章 団員所感 ·································································································································· 23 

 

付属資料 

１．協議議事録（M/M） ·················································································································· 27 

 



 

 

地     図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 労働人材省：ティンプー  

                    チュメイ技術訓練校（TTI-C）：ブムタン  

クルタン技術訓練校（TTI-K）：プナカ  

                セション技術訓練校(TTI-Ser):サルパン  

ランジュン技術訓練校（TTI-R）：タシガン  

 

出所：http://www.freemap.jp/download.php?a=asia&c=asia_bhutan_all 

 



 

写     真 
 

  

TTI-K指導員へのヒアリング 水力発電サイトで就労するTTI-K卒業生 

  

用務係によってリストが作成され管理されて

いる供与機材 

労働人材大臣表敬 

  

M/M署名 労働人材省関係者、プロジェクト、JICAブー

タン事務所、官団員 
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CoE Center of Excellence （分野別）中核校 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DANIDA Danish International Development Agency デンマーク国際開発事業団 

DHR Department of Human Resources 人材局 

DOS Department of Occupational Skills Standard 訓練基準局 

FAQ Frequently Asked Question 頻繁に尋ねられる質問 

IAB Industrial Advisory Body 官民連携協議会 

IMS Inventory Management System 機材管理システム 

IZC Institute of Zorig Chhuzum 伝統美術工芸学校 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 
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MoLHR Ministry of Labour and Human Resources 労働人材省 

MoWHS Ministry of Works and Human Settlement 公共事業省 

NC National Certificate 国家資格 
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PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マト
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SDC Swiss Agency for Development Cooperation スイス開発協力機構 
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TTI-C Technical Training Institute Chumey チュメイ技術訓練校 

TTI-K Technical Training Institute Khuruthang クルタン技術訓練校 
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TVET Technical and Vocational Education and Training 技術教育・職業訓練 
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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ブータン王国 案件名：職業訓練校の質的強化プロジェクト 

分野：職業訓練 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 協力金額（評価時点）：297,550千円 

協力期間：2009年6月15日～ 

2013年6月14日（4年間） 

先方関係機関：労働人材省 人材局、各技術訓練校・校長

及び電気コース指導員（TTI-K,TTI-R, TTI-Ser, TTI-C） 

日本側協力機関名：厚生労働省、高齢・障害・求職者雇用

支援機構、海外職業訓練協会 

１－１ 協力の背景と概要 

ブータン王国（以下、「ブータン」と記する）は、国土の60～70％が山岳地であり、主要な産

業は農業及び水力発電によるインド国への売電である。現在の人口は70万人ほどであるが、近

年急速な人口増加が続いており、若年層（25歳以下が総人口の60％）の増加による雇用問題は

社会問題化している。これまでブータンでは、公的セクターが大きな雇用吸収先となってきた

が、財政的問題などから公的セクターの雇用抑制政策が打ち出され、今後は民間セクターでの

雇用を更に促進していく必要性が生じている。 

ブータン政府は｢第9次5カ年計画（2002～2007年）｣において、中期・後期中等教育修了生を

主な対象とした職業訓練の強化を重点課題とし、制度枠組の見直しや職業訓練機関の能力向上

をめざす取り組みを行ってきた。2003年には職業訓練を管轄する機関として労働人材省を新設

し、その傘下に職業訓練校を8校新設するなど本格的な取り組みを開始した。さらに｢第10次5カ

年計画（2008～2013年）｣においては民間セクター振興策に加え、職業訓練校の量的・質的改善、

民間セクターの雇用環境改善のための法整備等にも着手している。 

しかし、新設間もないブータン労働人材省には、同分野に関する知見が十分に蓄積されてお

らず、訓練体制の構築が遅れている。こうした背景の下でブータン政府は、わが国に対し協力

を要請し、JICAはブータン労働人材省をカウンターパート機関とし、2009年6月より2013年6月

まで4年間の予定で｢職業訓練校の質的強化プロジェクト｣（以下、｢プロジェクト｣）を実施して

いる。プロジェクトでは長期専門家2名（チーフアドバイザー、電気）を派遣し、ブータンにお

ける職業訓練機関が産業界のニーズに沿った人材を輩出できるようカリキュラムの改定、マス

タートレーナーの育成、訓練評価ガイドラインの導入、官民連携促進などの協力を行ってきた。

今般、本プロジェクトが2013年6月で終了するにあたり、ブータン政府と合同でプロジェクト

活動の実績を確認し、計画に対する達成度を確認するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、持続性）の観点から評価を行うべく、JICAは終了時評価調査団を派遣し

た。調査団は評価結果に基づき、残存する活動期間における提言を行うとともに、協力期間終

了後にブータンにより取られるべき対応策について協議を行った。その後、合同評価報告書を

作成し、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）を締結した。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

電気分野の技術訓練校（Technical Training Institute：TTI）が産業界のニーズに沿った知識・
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技術を有する人材を輩出する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

クルタン技術訓練校の電気コースにおいて、産業界のニーズを満たす知識と技術を備え

た人材が輩出されるとともに、他のTTIで応用可能なコース運営に関するノウハウが蓄積さ

れる。（中間レビュー調査時に作成されたPDMでは、クルタン技術訓練校は「Khuruthang 

Institute of Electrical Engineering：KIEE」と表記されているが、本報告書では混乱を避ける

ため現在使用されている略称である「TTI-K」に統一して記載） 

 

 （3）成果 

1）労働人材省の効率的な訓練実施に必要な実施、計画、情報収集、モニタリング、評価

の能力が強化される。 

2）TTI-K電気コースの訓練実施能力が強化される。 

3）技術訓練校電気コースのインストラクターの能力が強化される。 

 

１－３ 投入（評価時点） 

 （1）日本側 

・長期専門家派遣 46.43人/月 

・短期専門家派遣 11.27人/月 

・研修 本邦研修 5回 

 第三国研修 

  タイ5回（2013年実施分含む） 

  フィリピン1回 

・機材供与 電気コースの実施に必要な訓練機材の供与 

・ローカルコスト負担 Nu.13,783,134、USD50,394.27 

 

 （2）相手国側 

・カウンターパート配置 労働人材省人材局職員、職業訓練校・校長と電気コース指導

員（TTI-K,TTI-R, TTI-Ser, TTI-C） 

 専門家執務室（労働人材省及びTTI-K） 

 事務所家具等 

 

２．終了時評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

総括/団長 中原 伸一郎 JICA国際協力専門員 

電気・電子 

 

平松 健二 

 

元職業能力開発大学校電子工学科 助教授/ 

JICA長期専門家 

評価企画 清水 貴 JICA人間開発部社会保障課 専門嘱託 

評価分析 佐藤 純子 株式会社タック・インターナショナル 
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調査期間 2013年1月25日~2月9日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果の達成状況 

（1）「労働人材省の効率的な訓練実施に必要な実施、計画、情報収集、モニタリング、評価

の能力が強化される。」 

成果1は、ほぼ達成されたと判断される。 

訓練カリキュラムに関し、プロジェクトは、カリキュラムの改訂及び最新版の普及を

促すため、ソフトファイルによるカリキュラムの配布を提案した（指標1-1）。またさまざ

まなガイドライン/マニュアルの開発（指標1-2）を通して、訓練活動におけるオペレーシ

ョンを文書化したことで、プロジェクトの成果が関係者と共有され、プロジェクトの好

事例を普及する重要なステップとなった。さらに、成果1の重要な柱であるモニタリン

グ・評価（Monitoring and Evaluation：M&E）活動については、ガイドライン作成（指標1

－3）、それに基づくM&E活動が行われてきた（指標1－4）。特に、ガイドラインの作成と

いう初期の段階からカウンターパートを巻き込んだことで、彼らのM&E活動にかかるオ

ーナーシップを高めたことは、成果1の継続性の観点からも高く評価できる。産業界との

定期的な意見交換（指標1－5）については、プロジェクトの支援により設立された官民

連携協議会（Industrial Advisory Body：IAB）が既に会合をもっており、今後技術訓練校

（Technical Training Institute：TTI）の訓練プログラムと産業界のニーズとのギャップを埋

めるための協議の場として期待されていることが確認された。 

計画された活動以外にも、プロジェクト主導のもと機材管理システム（ Inventory 

Management System：IMS）、携帯電話のショートメッセージサービス（Short Message 

Service：SMS）を活用したモニタリングシステム、TTIウェブサイト等が導入されたこと

により、人材局（Department of Human Resources：DHR）の技術教育・職業訓練（Technical 

and Vocational Education and Training：TVET）にかかる運営能力が格段に向上するなど、

電気コースを超えた好事例が確認された。 

更なる改善点としては、M&Eガイドラインに沿ったM&Eの実施の徹底、電気技師の新

国家職務能力標準導入に伴う、国家アセスメントツールの準備等がある。 

 

（2）「TTI-K電気コースの訓練実施能力が強化される。」 

成果2も一部課題は残るものの、着実に達成されてきたと判断できる。 

日本人及びタイ人専門家の技術的支援、教材や関連マニュアル/ガイドラインの開発、

機材供与等が相まって、指導員の能力強化が図られることにより、TTI-K電気コースの訓

練実施能力は強化された。訓練評価の実施は、訓練における質の確保につながった。ま

た研修の質の改善は、TTI-K電気コースの卒業生の訓練満足度が改善している（指標2－2）

ことからもうかがえる。指標2-3に関し、2012年のNC-2（国家資格）合格率が下落したが、

これはアセスメント制度が確立されておらず2011年度の試験内容から急な変更があった

ためであり、TTI-Kでは2013年にNC-2の再アセスメントの実施を予定している。補足情報

としてTTI-Rでも同様の問題がみられたが、再アセスメントの結果、生徒全員がNC-2を合
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格している。 

プロジェクトでは、訓練向上委員会やIT委員会の設置のほか、中間レビュー調査時の

提言を受け、実習場の拡張工事により訓練環境の改善に努めるなど、効果的訓練実施に

おいて、イニシアティブを発揮してきた。 

成果2における課題としては、訓練生のニーズに沿った研修プログラムの再検討、M&E

の徹底、指導員不足の解消が挙げられる。 

 

（3）「技術訓練校電気コースのインストラクターの能力が強化される。」 

成果3についても、指導員能力強化が着実に図られてきたことが確認された。 

指導員研修（TOT）や伝達研修が、指導員養成ガイドに沿って実施された結果、研修

の質が強化され、19名のTOTトレーナーが各分野（PLC、モーター維持管理、工業配線、

変圧器保守管理、トラブルシューティング、セキュリティ&コミュニケーションシステム、

電気基礎）において養成された（指標3－1）。プロジェクトが実施した本邦研修、タイに

おけるTOT研修の有効性は、ブータン側カウンターパートのインタビューにより確認さ

れている。また、指導員の知識・技術の向上は、プロジェクトが実施した自己評価、客

観的評価の結果に顕著に表れている。研修の質の強化が着実に進んでいることは、TTI-K

とTTI-Rの電気指導員がプンツォリン地区の企業の電気技師を対象に向上訓練を実施し

たことからもうかがえる。 

成果3における課題として、継続的TOTの実施により、電気指導員の技術的熟練度を定

着させること、十分な電気指導員確保が挙げられる。 

 

３－１－２プロジェクト目標の達成状況 

「TTI-Kの電気コースが産業界のニーズに合った知識・技術を有する人材を輩出する機関と

なり、他の電気コースを有するTTIで応用可能な知見が蓄積される。」 

プロジェクトは、目標達成に向け着実に進捗を遂げてきたことは、指標の達成状況からも

判断できる。 

「TTI-K卒業生に対する雇用者の平均評価が平均期待度を上回る」（指標1）については、プ

ロジェクトが実施した雇用主へのアンケート結果において、卒業生の知識・技術ともおおむ

ね高い評価を得ている。「就職を希望したTTI-K電気コース卒業生の卒業後半年時点における

就職率」（指標2）に関し、2013年1月時点に実施した雇用状況モニタリングによれば、2012年

の卒業生59名のうち47名（80％）が卒業後半年以内に雇用されるなど、既に目標値を上回っ

ている。また、プロジェクトが開催したワークショップにおいて、参加者（DHR代表、訓練

基準局（DOS）代表、TTI校長、指導員等）の満足度（指標3）は、目標値である4（5段階評

価）に僅差でとどかないものの、一定の評価を得た。今後、プロジェクト目標を達成、維持

するために研修を受けた職員、特にTOTトレーナーがTTIに残ることが重要となる。 

 

３－１－３ 上位目標達成の見込み 

「労働人材省下の技術訓練校電気コースが、産業界のニーズに合った知識・技術を有する

人材を輩出する。」 
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今後10年間に、水力発電所が数箇所建設予定であること、またTTI-Kの2012年度卒業生の就

職率が80％であることは、上位目標達成に向けたプラスの要因といえる。 

指標1に関し、TTIの研修が産業界のニーズを満たす質の高い研修の実施にあたっては、研

修を受けた指導員及びTTI職員、研修機材、IAB活動を通じた研修ニーズアセスメント等、プ

ロジェクトで支援した要素すべてが不可欠となる。 

さらに指標2については、今後、センターオブエクセレンス（CoE）構想が実現し、NC-3レ

ベルの研修システムが軌道に乗れば、より効果的な研修が実施され、企業に求められる電気

技師の育成が可能となろう。 

 

３－１－３実施プロセス 

総じてプロジェクト活動は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：

PDM）に沿って実施されてきた。プロジェクト効果発現に貢献した要因としては主に、①ブ

ータン側カウンターパートと専門家とのパートナーシップ、②適切な技術指導が、挙げられ

る。 

本プロジェクトの戦略として特筆すべきは、ブータン側カウンターパートのオーナーシッ

プを尊重しながら活動を実施してきたことである。例えば、各種ガイドライン/マニュアルの

開発プロセスにおいて、労働人材省職員や各技術訓練校関係者の参加を促した。その結果、

ブータン側のプロジェクト活動に対するオーナーシップと責任が醸成された。このようなア

プローチは、プロジェクトの円滑な実施の観点からも望ましく、適切であったと評価できる。

技術移転の方法として、プロジェクトは、日本人及びタイ人専門家による研修や直接指導

によりカウンターパートの能力強化を図ったが、加えてカリキュラムの改訂、ツール・マニ

ュアルの開発、機材供与などとの相乗効果により、ブータン側カウンターパートの環境が整

備されたことも大きな要因である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：高い 

1）プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は、ブータンの政策と整合性をもつ。

具体的には、第10次5カ年計画（2008～2013）において、ブータン政府は、若年層の失業

問題に取り組むため、TVET強化へのコミットメントと支援を一層拡充することを表明し

ている。 

2）プロジェクトは、日本政府の対ブータン王国事業展開計画において開発課題「雇用創

出に向けた人材育成」に対する「人材育成及び雇用促進プログラム」のなかに位置づけ

られており、対ブータン援助政策とも合致している。 

3）プロジェクトサイトの選択も適切である。対象となったTTI-Kは、労働人材省があるテ

ィンプー、さらに産業が集積する南部プンツォリンに比較的近い。またターゲットグル

プの選択も適切である。ブータンは、2013年までに全国電化100％の目標を掲げており、

電気技師に対する需要の増加が見込まれる。TTI-K電気コースをパイロットとし、プロジ

ェクトがさまざまな小さなサイクルの“Plan-Do-Check-Action（PDCA）”を牽引した。し

かし、目に見える効果を生み出したことが、ブータン政府及びステークホルダーのプロ
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ジェクト活動への参加を促し、プロジェクト成果の他校への普及に寄与した。 

 

 （2）有効性：やや高い 

1）プロジェクト目標の達成度 

指標の達成度を鑑みると、プロジェクトは、目標達成に向けて着実に進捗を遂げたと

判断できる。しかし、プロジェクト目標達成のためには、研修実施にかかる継続的なモ

ニタリング活動と、産業界のニーズを満たすため、研修の質の向上に向けた更なる努力

が必要である。 

2）プロジェクト目標達成への成果の貢献度 

・ プロジェクトの有効性は、伝達研修による電気指導員の能力強化において、特に

顕著である。これらは、実践的な研修と機材供与によりもたらされた。 

・ プロジェクトの支援により、研修教材、マニュアル/ガイドラインが開発されたが、

これらは、研修実施において、具体的に「どのように行うか」明快な指示を与え、

効果的な研修の実践に非常に有効であった。 

3）課題 

プロジェクト成果の更なるスケールアップに必要な分野としては、指導員やTOTトレ

ーナーの研修システムやM&Eシステムの制度化、ステークホルダー間の情報共有が挙げ

られる。 

 

 （3）効率性：普通 

成果1と3に関しては、投入が成果達成のために有効活用され、ほとんどの指標において

目標を達成しており、プロジェクトは効率的であったといえる。一方、成果2について効率

性はある程度認められつつも、効率性の担保には、指導員の不足など慢性的な課題がある

ため今後ブータン側による対応が必須となる。 

1）日本側の投入 

日本側の投入は、人員、機材、運営費いずれも適切であった。専門家については、高

度な専門性と強いコミットメントが、ブータン側カウンターパートの能力向上とモチベ

ーションに多大に貢献したことが、本調査のインタビュー及び質問票調査によって裏づ

けられた。加えて、特筆すべきは、TOT実施においてタイのリソースを最大限活用した

ことである。タイでの第三国研修の実施は、費用、時間の面で効率的であるばかりか、

労働市場の類似性により、技術的な観点からも効率的であった。 

なお、一部機材が納入時点で、または数回の使用後に故障するという問題があった。

ブータンでは地理的条件によりほとんどの機材に関してインド製品を購入せざるを得な

いため、プロジェクトでは購入前の品質確認に努めているとのことである。 

2）ブータン側の投入 

ブータン側も、経験のある人材の配置のほか、ニーズに基づき、適切な措置をとって

きた。TTI-Kの訓練スペースの拡張工事などはその例である。しかし、指導員不足は依然

として大きな課題であり、TOTの実施に支障をきたした。 
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3）他のパートナー及びスキームとの連携 

DHRとBhutan Association of Industriesとの連携により、南部産業界との円滑なコミュニ

ケーションが図られ、ひいてはIAB設立へとつながった。またプロジェクトは、デンマー

ク国際開発事業団（DANIDA）が支援したCBTカリキュラムに沿う形で、プロジェクト成

果を最大限に高めるとともに、M＆E実施にかかるワークショップをDANIDAと共同開催

するなど、DANIDAとの連携を図ってきた。 

 

 （4）インパクト：大きい 

1）IMSは、当初TTI-Kの電気コースに導入されたが、他のTTIや伝統美術工芸学校（IZC）

に普及された。 

2）SMSを通じて、TTI訓練生や卒業生とのコミュニケーションは劇的に改善した。同シス

テムは費用効果が高く、対象者と直接つながることができるため研修へのフィードバッ

クの入手、卒業生の雇用状況のモニタリングに寄与した。 

3）M&Eや指導員養成ガイドライン等、プロジェクトが開発したガイドライン/マニュアル

は、TTI-Kのみならず、他のTTIでも活用された。 

4）労働人材省のイニシアティブにより実施されたTTI卒業生を対象にした卒業式や、技能

労働者を称えるナショナルイベント（ZORIG DAY）等は、ブータン国におけるTVETの社

会的地位向上に寄与した。 

5）TOTを通じ、指導員間の連携が強化され、ひいてはTTI間の連携強化につながった。 

6）研修機材の供与は、当初TTI-Kのみに予定されたが、一部の機材については、他のTTI

（TTI-R, TTI-C, TTI-S）にも供与された。これにより、各TTIの研修環境が向上し、指導

員の能力強化が図られた。 

7）プロジェクト活動により官民連携（Public-Private Partnership：PPP）が強化された。好

例として、TTI-KとTTI-Rの指導員が、プンツォリン地区の企業の従業員を対象に向上訓

練を実施したことが挙げられる。 

8）プロジェクトのグッドプラクティスが、TVET会議のアジェンダに組み込まれた。同会

議は、TVET向上を目的とする国の最高レベルの諮問機関であり、プロジェクトの進捗が

ブータン側によりフォローされるようになったことは意義が大きい。 

9）プロジェクトにより研修を受けた指導員や職員が、TVET発展を担うリソースパーソン

に育ったことは、人的資源が限られるブータン国において、大きな成果である。 

上記のインパクトは、スーパーゴールの達成にも寄与すると期待される。 

 

 （5）持続性：普通 

総じて持続性は、労働人材省や他関係機関が、プロジェクトが支援した人材、技術、シ

ステム、機材等を引き続き有効活用し、TVETの質の向上に必要な措置を行えば、ある程度

担保されることが見込まれる。しかし、組織面と財政面で一部課題が残る。 

1）政策面 

第10次5カ年計画（2008～2013）にも明記されているとおり、TVET強化にかかるブー

タン政府のコミットメントは、今後も継続するものと思われる。第11次5カ年計画におい
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ては、コースの多様化、PPPの推進、TVETの再構築など、質の強化に向け更なるコミッ

トメントを表明する予定である。 

2）組織面 

ブータン政府が、研修の質を強化するために、TOT研修や指導員養成にかかる継続支

援にコミットメントを示していることは評価できる。電気分野の国家資格（NC）にかか

るモジュール再構成において産業界と連携したこと、プロジェクトが中心となり設立さ

れたIABへの支援等が好例である。しかし、有能な指導員の恒常的不足は、大きな課題で

ある。問題解決にあたっては、労働人材省により、長期人材（特にTOTトレーナー）計

画を構築することが重要である 

3）財政面 

プロジェクトは、NC-3（NC-2の上位に位置する国家資格）レベルコースの研修を提供

するべく、能力強化を図ってきたものの、プロジェクト終了時までに完結することは不

可能である。ブータン側が同プログラムを完結し、継続するための財源確保が必要であ

るが、財政面ではドナーに依存しており、ドナーの長期的支援が不確定であることから、

財政面での自発性が担保されているとはいえない。財源の確保に向けたブータン政府内

の調整が必要である。 

4）技術面 

技術面に関しては、指導員に対し、技術的支援を提供するうえで、熟練したTOTトレ

ーナーの役割が重要となる。その意味で、プロジェクトにより開発されたTOTにかかる

各種ガイドライン/マニュアルが研修プログラムの実施に有効活用されることが期待され

る。また客観的評価及び自己評価ツールも効果的な研修を維持するうえで重要である。

加えて労働人材省による各TTIのパフォーマンスの定期モニタリング及び迅速なフィー

ドバックも重要である。さらに、プロジェクトの教訓をすべてのステークホルダー間で

共有することも大切である。 

 

３－３ 結論 

終了時評価調査団は、プロジェクトが、一部課題は残るものの、活動を予定どおり実施し、

効果的アプローチと効率的投入により、目に見える成果を上げたと結論づけた。さらに、プロ

ジェクトは、評価5項目の観点からも高く評価された。プロジェクトによりもたらされた成果は、

TVET向上のため、ブータン側の強いイニシアティブにより、引き続き維持されるべきである。

 

３－４ 提言 

終了時評価の結果を受け、同調査団は以下の提言を行い、労働人材省及び各TTI校長も了承した。

 

３－４－１ TOTの継続的実施 

（1）プロジェクト終了前 

DHRは2月末までにTOT中期計画を完成し、具体的な予算措置を伴う同計画の実施を確

実に行うこととする。 
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（2）プロジェクト終了後 

労働人材省は、中期計画に沿って、TOTを実施する。 

 

３－４－２ IABを通じたPPPの推進 

（1）プロジェクト終了前 

DHR及びTTIは、強いイニシアティブを発揮し、IABが機能するように努めること。IAB

は、2013年4月の第3回会議で取り組むべき優先課題を決め、同年6月の第4回会議でアク

ションプランを策定する。 

 

（2）プロジェクト終了後 

DHR及びTTIは、上述の第4回会議で策定されたアクションプランに基づき、第5回会議

までにプランを実行する。2013年11月の第5回会議では、実施内容につきフォローアップ

及びM&Eを行う。なお、IABの当面の運営はDHRが牽引しつつ、最終的にはTTIが運営で

きるよう、DHRはTTIを支援していく。 

 

３－４－３ IMSの適切な活用 

（1）プロジェクト終了前 

各TTIと日本人専門家は、IMSを活用し、機材管理にかかる適切なフォローアップを行

う。 

 

（2）プロジェクト終了後 

各TTIが中心となり、IMSを活用し、適切な機材管理を行う。 

 

３－４－４ 定期的M&Eの実施 

（1）プロジェクト終了前 

DHRは、プロジェクトが開発したM&Eガイドラインに基づき、2013年3月にTTIにおけ

る訓練実施の状況につき、M&Eを実施する。その後M&Eの結果を踏まえて、2013年6月

までにTTIにフィードバックを行う。 

 

（2）プロジェクト終了後 

DHRは年に2回、定期的M&Eを実施する。TTIも日常業務においてM&Eを実施すること。

DHRは、M&Eに必要な予算及び人的措置を図り、運営費を継続的に賄うよう努力する。

 

３－４－５ CoE構想の実現 

（プロジェクト終了後） 

DHRがCoE構想を具体化し、実現することが必要である。第一段階として、CoEのアクショ

ンプランが2013年12月末までに策定されること。 
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３－４－６ NC-3レベル研修の実施 

（1）プロジェクト終了前 

DHRは、NC-3レベルの研修プランを策定する。 

 

（2）プロジェクト終了後 

DOSと共同し、DHRは、上記プランに基づきNC-3レベルの研修を実施する。 

 

３－４－７ プロジェクトにより導入された新システムの継続実施 

（1）プロジェクト終了後 

プロジェクトが導入したM&E、IMS、SMS等、さまざまな新システムは、スーパーゴ

ールを達成するうえでも重要な役割を果たす。ブータン側カウンターパートの強いイニ

シアティブにより、これらが継続的に活用されることが重要である。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 背景 

ブータン王国（以下、「ブータン」と記す）は、国土の60～70％が山岳地であり、主要な産業は

農業及び水力発電によるインドへの売電である。現在の人口はわずか70万人ほどであるが、近年

急速な人口増加が続いており、若年層（25歳以下が総人口の60％）の増加による雇用問題は社会

問題化している。これまでブータンでは公的セクターが大きな雇用吸収先となってきたが、財政

的問題等から公的セクターの雇用抑制政策が打ち出され、今後は民間セクターでの雇用を更に促

進していく必要性が生じている。 

ブータン政府は「第9次5カ年計画（2002～2007年）」において、中期・後期中等教育修了生を主

な対象とした職業訓練の強化を重点課題とし、制度枠組の見直しや職業訓練機関の能力向上をめ

ざす取り組みを行ってきた。2003年には職業訓練を管轄する機関として労働人材省を新設し、そ

の傘下に職業訓練校を8校新設するなど本格的な取り組みを開始した。さらに「第10次5カ年計画

（2008～2013年）」においては民間セクター振興策に加え、職業訓練校の量的・質的改善、民間セ

クターの雇用環境改善のための法整備等にも着手し始めた。 

しかし、新設間もない労働人材省及び各職業訓練校には、産業界のニーズを反映したカリキュ

ラムや教材を作成する能力が不足しており、職業訓練校の指導員に対しても十分に再訓練を実施

する体制がないことから、職業訓練校の卒業生のレベルは依然として低く、企業が積極的に卒業

生を雇用する状況に至っていない。一方、今後も公的セクターでは吸収しきれない中期・後期中

等教育修了生が輩出される予定であり、その受け皿として2013年には、訓練校の新設も計画され

ている。今後は、これまで以上に産業界のニーズに合致した訓練を労働人材省及び各訓練校が提

供することが強く求められている。 

今回の終了時評価調査は、カウンターパート、関係機関へのヒアリング調査を通じてこれまで

のプロジェクト活動の進捗を確認し、その成果を評価するとともにその内容を討議議事録（M/M）

にて合意することを目的に行われた。 

 

１－２ 終了時評価調査の目的 

ブータン労働人材省と合同で本プロジェクトの以下の点について分析し、合同評価報告書に取

りまとめ、合意することを目的として実施した。 

（1）投入実績の確認 

（2）各成果の達成度 

（3）案件目標の達成見込み 

（4）外部条件の有無 

（5）計画の進捗状況 

（6）実施プロセス（カウンターパートとのコミュニケーション等） 

（7）DAC5項目ごとのプロジェクト評価 

（8）プロジェクト終了を見越した提言の取りまとめ 

（9）活動の阻害要因と貢献要因 
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１－３ 団員構成及び調査日程 

 （1）団員構成 

担当業務 氏 名 所属先 

総括/団長 中原 伸一郎 JICA国際協力専門員 

電気・電子 平松 健二 元職業能力開発大学校電子工学科助教授/JICA長期専門家 

協力企画 清水 貴 JICA人間開発部社会保障課専門嘱託 

評価分析 佐藤 純子 株式会社タック・インターナショナル 

 

 （2）調査日程 

  清水団員 中原団長 佐藤団員 平松団員 

1/25 金 
現地着 

労働人材省表敬訪問 
  

1/26 土 
TTI-KにてTTI-R指導員面談 

移動 
  

1/27 日 

移動（プナカ→ブムタン） 

TTI-C校長、指導員面談 

供与機材調査 

  

1/28 月 移動（ブムタン→タシガン） 
現地着 

JICAブータン事務所打合せ 
 

1/29 火 
TTI-R校長、指導員面談調査 

供与機材調査 

労働人材省調査 

ジョンサン社、ナムゲイホテ

ル訪問（TTI-KのOBへのヒア

リング） 

 

1/30 水 

TTI-R校長、指導員面談調査 

供与機材調査 

移動（タシガン→モンガル） 

労働人材省ヒアリング 

保健省プロジェクト、District 

Adm.Office訪問（TTI-KのOB

へのヒアリング） 

 

1/31 木 移動（モンガル→ブムタン） 

人材局ヒアリング 

IAB（官民連携協議会）ヒアリ

ング 

 

2/1 金 
TTI-C供与機材調査 

プナカへ移動 

人材局ヒアリング 

タシホテル訪問（TTI-KのOB

へのヒアリング） 

 

2/2 土 書類整理 書類整理  

2/3 日 団員会議 
プナカへ移動 

団員会議 

現地着 

プナカへ移動 

団員会議 

2/4 月 

TTI-K校長、指導員ヒアリング 

専門家ヒアリング 

供与機材調査 

2/5 火 
クルタン校調査・BASOCHU（水力発電サイト）訪問（TTI-KのOBへのヒアリング）

ティンプーへ移動 
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2/6 水 

M/M協議 

労働人材大臣表敬訪問 

労働人材省事務次官表敬訪問 

2/7 木 労働人材省M/M協議 

2/8 金 JCCにてM/M署名 

2/9 土 パロ発バンコク着 

2/10 日 日本着 

 

１－４ 主要面談者 

本調査における主な面談者は以下のとおりである。 

 （1）労働人材省（MoLHR） 

・ドルジ労働人材大臣 

・ペマ事務次官 

・サンゲ人的資源局長 

・カルマチーフプログラムオフィサー（男性：本プロジェクトの担当官） 

・カルマプログラムオフィサー（女性：本プロジェクトの担当官） 

 

 （2）クルタン技術訓練校（TTI-K） 

・キンレイ校長 

・ダンベルタッパ学科長（以下全員が電気科所属） 

・サムペン指導員 

・ツェリン指導員 

・ソナム指導員 

・サンゲチェデン指導員 

・タシペモ指導員 

 

 （3）ランジュン技術訓練校（TTI-R） 

・イシ校長 

・ジャンベル学科長 

・リンチェン指導員 

 

 （4）チュメイ技術訓練校（TTI-C） 

・サンゲ校長 

・ツェリンウォン学科長 

 

 （5）現プロジェクト/JICAブータン事務所 

・水野専門家（チーフアドバイザー） 

・馴田専門家（電気） 

・朝熊ブータン事務所長 

・古川企画調査員 
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１－５ 調査方法 

本終了時評価調査は、『新JICA事業評価ガイドライン：第1版』（2010年6月）に基づいて実施さ

れた。すなわち、1）現フェーズの状況把握・検証を行い、2）それらをDAC評価5項目による評価

基準から判断し、3）提言や教訓を導き出して次の段階にフィードバックするという枠組みのもと、

詳細計画策定調査という時期的な性格から、プロジェクトデザインの妥当性、効率性、有効性を

総合的に検証することが主なねらいとし、（Project Design Matrix：PDM）をカウンターパートと協

議のもとで作成した。 

 

表－１ DAC評価5項目による評価の視点 

評価項目 視  点 

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針

との整合性の度合い。 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度 

効率性 インプットに対する成果（定性並びに定量的）を計測する。開発援助が期待さ

れる結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っていることを

示す経済用語。最も効率的なプロセスが採択されたかを確認するため、通常、

他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・

負の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にも

たらす主要な影響や効果を含む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開

発援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

出所：JICA（2010）『新事業評価ガイドライン：第1版』（2010年6月） 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入の実績 

２－１－１ 日本側の投入 

プロジェクト開始時から終了時評価調査時（2013年1月末）までの日本側の投入実績は、以下

のとおりである。 

 

（1）専門家 

 派遣分野 人数 人/月 

1 チーフアドバイザー 1 26.93 

2 電気（長期専門家） 1 19.50 

3 電気（短期専門家） 2 11.27 

 

（2）本邦研修 

本邦研修5回 

第三国研修 

・タイ5回（2013年実施分含む） 

・フィリピン1回 

詳細については、付属資料１．M/M ANNEX1を参照。 

 

（3）機材供与 

電気コースの実施に必要な訓練機材を供与した（主にTTI-K、TTI-R）。 

供与実績の詳細は、付属資料１．M/M ANNEX4のとおり。 

 

（4）在外事業強化費 

プロジェクトの実施にかかる日本側の年度別費用負担額は、以下のとおりである。 

会計年度 2009 2010 2011 2012 

現地通貨建て（Nu.） 4,115,657 4,920,497 3,453,662 1,248,318 

米ドル建て（USD） 2,041.27 33,676 14,677 - 

 

２－１－２ ブータン側の投入 

（1）カウンターパートの配置 

労働人材省人材局職員、職業訓練校・校長と電気コース指導員（TTI-K,TTI-R, TTI-Ser, 

TTI-C） 

 

（2）プロジェクト事務所及び関連設備 

労働人材省と、TTI-Kに、プロジェクト事務所をそれぞれ1室、及び事務所家具が提供さ

れた。 
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２－２ 成果の達成状況 

成果1：効果的な訓練を実施するために人材局の職業訓練にかかる計画、実施、モニタリング・

評価（Monitoring and Evaluation：M&E）機能が強化される 

 成果1の指標 達成状況 

1-1 職業訓練校の実情に即して訓練カリ

キュラム/マテリアルの改訂が検討さ

れる 

・ Competency Based Training（CBT）を採用した第1版

のカリキュラム試行を経て、2012年にTPSDにより、

第2版の見直しが行われた。第2版は国家職業基準の

改定をもって見直し作業が行われ、2013年8月に正

式に採用される予定である。プロジェクトでは、カ

リキュラムの構成、時間等につき適宜助言を行っ

た。 

・ プロジェクトは、各職業訓練校の能力（訓練機材、

指導員の能力等）に応じたカリキュラムの見直しを

提案した。 

・ ブータン側によるカリキュラムの見直し、及び最新

版の普及を促すため、プロジェクトでは、ソフトフ

ァイルによるカリキュラムの配布を提案した。 

1-2 電気分野を有する職業訓練校が共通

で利用可能な訓練管理ガイドライン/

ワークフローが開発される 

・ プロジェクトの支援により、開発された主なガイド

ライン/マニュアルは以下のとおり。 

① Monitoring and training evaluation guideline 

② Utilization of SMS guide 

③ Manual of SMS blast and data processing of SMS 

reply 

④ Manual for equipment inventory management 

system 

⑤ Instructors’ development strategy and guide 

⑥ TTI’s web site maintenance guideline 

⑦ Guide for development of mid-term plan of training 

of trainers 

⑧ TOR of IT and training promotion committee at TTI

⑨ TOR of Institute Advisory Board（IAB） 

⑩ Guide for the PDCA practice aimed of improvement 

of training delivery and TTI management 

・ CBTにかかるFAQを作成した。 

1-3 訓練に関するM&Eシステムが開発さ

れる 

2012年1月、DHRによりM&Eガイドライン及びツールが

開発され、DHR職員、TTI校長等により、検討が重ねら

れた。 

1-4 M&Eが実施され、問題が明確となり、

その解決に向けたアクションプラン

が開発される 

・ 2012年8月以降、ガイドラインに基づくM&E活動

が、TTIにて試行されている。 

・ M&E促進のため、TTIにて一連のワークショップが

開催された。プロジェクトは、ワークショップを通

じて、問題解決のための指導を行い、アクションプ

ラン作成のためのガイドライン開発を支援した。 

・ TTI-Rから、2012年6月に実施された訓練評価に基づ

き、明らかになった問題解決のためのアクションプ

ランが提出された。 
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1-5 産業界との意見交換が定期的に実施

される 

・ DHR/TTIと電気・製造業分野のセクター会議が、テ

ィンプー市及びプンツォリン市にて、計3回開催さ

れた。IABの準備会合が2012年8月、ティンプー市で

開催された。一連の会議には、延べ76名が参加した。

・ IABの第1回会合が、2012年9月にティンプー市で開

催された。2012年12月の第2回会合では、TORも確

定された。IAB会議は、今後、年2回（4月、11月）

開催される予定である。 

1-6 電気分野における指導員育成に関す

る中期計画が策定される 

プロジェクトは、各TTIからTOT計画に必要な情報収集

を行い、2013年2月に、指導員中期計画が完成される予

定である。 

 

成果1は、指標が示すとおり、ほぼ達成されたと判断される。 

訓練カリキュラムに関し、プロジェクトは、カリキュラムの改訂及び最新版の普及を促すため、

ソフトファイルによるカリキュラムの配布を提案した。 

 

成果1において、さまざまなガイドライン/マニュアルの開発を通して、訓練活動におけるオペレ

ーションについて文書化したことは、大きな成果である。例えば、指導員養成マニュアルは、指

導員研修（TOT）ニーズ調査、TOTの計画・実施（付属資料１．M/M ANNEX 3参照）、伝達研修

に至るオペレーションを文書化したものである。これらは、職業教育訓練の向上において有益な

手段であると、ブータン側カウンターパートが評価していることが、本終了時評価調査において

確認された。文書化を通じて、プロジェクトの成果が、関係者と効果的に共有されることにより、

プロジェクトの好事例を普及させる重要なステップとなった。 

成果1において特筆すべきは、モニタリング・評価（M&E）のガイドライン作成において、M&E

の実践者であるステークホルダーを積極的に巻きこんだことである。この過程で、プロジェクト

は、カウンターパートとの意見交換に尽力したが、これは時間を要する作業でもあった。しかし、

M&E活動は、成果1の重要な柱であり、カウンターパートの参加により、彼らのM&E活動にかか

るオーナーシップを高めたことは、成果1の継続性の観点からも高く評価できる。 
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図－１ M&E概念図 

 

さらに、本終了時評価調査では、研修の質の向上において官民連携協議会（Industrial Advisory 

Body：IAB）に対する関係者の期待の高さが確認された。IABメンバーに行ったインタビュー調査

によれば、IABが技術訓練校（Technical Training Institute：TTI）の研修プログラムと産業界のニー

ズとのギャップを埋めるために効果的に機能することが期待されている。 

PDM（付属資料１．M/M ANNEX 2参照）において計画された活動以外にも、成果1を達成する

ための活動が実施されており、電気コースを超えた好事例が確認された。例えば、機材管理シス

テム（Inventory Management System：IMS）、（Short Message Service：SMS）、M&Eガイドライン、

TTIウェブサイト等の導入により、人材局（Department of Human Resources：DHR）の技術教育・

職業訓練（Technical and Vocational Education and Training：TVET）にかかる運営能力が格段に向上

するなど、正のインパクトが見られた。 

・ プロジェクトは、2012年に2004～2010年のTTI卒業生を対象にした卒業式の実施を支援し、こ

の機会を利用し、卒業生1,200名の追跡調査を支援した。TTI卒業生を対象とする全国レベルの
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調査としては初めての試みであり、卒業生の雇用状況の把握、TVET啓発を強化するうえで非

常に有益であった。 

他方、成果1においては以下の課題も残る。 

・ 作成されたガイドラインに沿ったM&Eの実施は開始されて間もないことから、今後DHR

がTTIへのモニタリングを定期的に実施し、持続的な活動にすることが必要である。 

・ 電気技師の国家資格であるNC-2及びNC-3は、6つのユニットからなる技能で構成されてい

る。NC-2は既に採用されてTTIによって試験が実施されており、NC-3は2013年1月に正式

に承認され、8月には電気コースのカリキュラムに採用される予定である。導入にあたっ

ては同資格のアセスメントにかかる準備も急ぐ必要がある。 

 

成果２：TTI-K電気コースにおける訓練実施能力が強化される 

 成果2の指標 達成状況 

2-1 TTI-K電気コースの定員が継続

的に満たされる 

電気コースの定員60名に対し、年度別の充足率は以下のとおり。

2010年度：66名（110％） 

2011年度：60名（100％） 

2012年度：63名（105％） 

2-2 TTI-K電気コース卒業生の80％

がTTI-Kでの研修内容について

80％以上満足していると回答

する 

表－1は、卒業生を対象に実施した訓練評価において、回答を寄

せた卒業生1の訓練内容に対する満足度を示したものである。 

 

表－１ TTI-K電気コース卒業生の訓練内容満足度 

 Year* 81-100％ 61-80％ 51-60％ <50％ Not useful

Skill 2010 33 69 1 0 0 

2011 51 44 9 0 0 

2012 57 29 9 4 2 

Knowledge 2010 53 22 7 1 0 

2011 68 33 0 0 0 

2012 57 38 4 0 2 

*卒業年              出所：プロジェクト文書 

2-3 TTI-K電気コース訓練生の

NC-2合格率が80％以上、NC-3

合格率が70％以上となる 

・NC-2合格率は以下のとおり。 

  2011年：97％ 

  2012年：25％ 

・NC-3アセスメントは、現在行われていない。 

2-4 効果的な訓練実施のためのレ

ッスンプランが開発される 

TTI-K電気コースの指導員により、各研修モジュールの指導計画

が順次作成されている。 

 

成果2も一部課題は残るものの、着実に達成されてきたと判断できる。 

 

TTI-Kの電気コース指導員の能力強化は、日本人及びタイ人専門家の技術的支援、教材や関連マ

ニュアル/ガイドラインの開発、機材供与等が相まって、実現したものである。 

訓練評価の実施は、TTI-Kの訓練における質の確保につながった。研修の質の改善は、表－1が

示すとおり、TTI-K電気コースの卒業生の訓練満足度が改善していることからもうかがえる。指標

                                                        
1 有効回答数は、47（2010年）、57（2011年）、56（2012年）。 
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2-3に関し、2012年のNC-2合格率の下落は、関係者のインタビューによるとアセスメント制度が確

立されておらず、現場に混乱をもたらしたことが影響したと考えられる。TTI-Kでは、2013年にNC-2

の再アセスメントの実施を予定している。同様にTTI-Rでも2012年、合格率が下落したが、再アセ

スメントを実施した結果、100％が合格した。合格率改善の背景には、アセスメント方法が明確に

示され、評価者が産業界から招へいされたことなどが挙げられる。 

 

成果2において、特筆すべき事項は以下のとおりである。 

・ SMSは、TTI訓練生及び卒業生に直接つながることができ、費用効果の高いコミュニケー

ションツールとして実証された。SMSの導入により、研修へのフィードバックの入手、卒

業生の雇用状況のモニタリングが格段に改善した。 

・ プロジェクトは、効果的訓練の実施、改善においてイニシアティブを発揮してきた。好例

としては、訓練向上委員会やIT委員会の設置が挙げられる。これらの委員会には、訓練生

も委員として選出され、ウェブサイトの運営にも参加するようになった。 

・ プロジェクトは、中間レビュー調査の提言を受け、訓練環境の改善にも努めてきた。例え

ば、実習場の拡張工事により、訓練生1人当たりのスペースが広がり、工業配線や変圧器

保守管理等の訓練環境が改善された。プロジェクトでは今後、拡張部分の細部の機材整備

を支援する予定である。 

一方、成果2の達成にあたり、以下のような課題も残る。 

・ 訓練生のニーズを満たすため、研修プログラムを更検討し、改善を図ることが必要である。

インタビューを行ったTTI-Kの卒業生のなかには、特定のモジュール、例えばモーター巻

線にもっと時間を割くべきだったと回答する者もいた。同卒業生によると同モジュールは

新研修システムへの移行により適切に終えることができなかったとのことである。 

・ モニタリングは改善を要する。M&Eガイドラインは開発されたものの、指導員不足、TTI

のマネジメント能力不足により、一部のカウンターパートでは、フルに活用されていない。 

・ 中間レビュー調査時のTTI-Kにおける指導員/訓練生の割合は1：20であり、改善が提言さ

れた。それを受けてDHRは人事院に対し指導員の増員を要請したが、いまだ実現には至

っていない。 
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成果３：職業訓練校の電気担当指導員の力が強化される 

 成果3の指標 達成状況 

3-1 マスタートレーナーが指導員訓練

プログラムを開発し、実施する能

力を有する 

育成された19名のTOTトレーナーが、各分野（PLC、モー

ター維持管理、工業配線、変圧器保守管理、トラブルシュ

ーティング、セキュリティ&コミュニケーションシステム、

電気基礎）のTOTを4回実施している。 

3-2 指導員の専門知識・技術が向上す

る 

・ プロジェクトでは、訓練生による自己評価を実施した。

 

表－２ TOT前後の自己評価2の比較 

Subject Before 

TOT 

After 

TOT 

Industrial wiring 2.2 3.9 

PLC 1.3 3.7 

Motor maintenance 2.1 4.4 

Transformer maintenance 2.8 4.6 

Basic electronics 2.3 4.2 

Security and communication system 1.6 4.1 

出所：プロジェクト文書 

 

・ 指導員の能力を評価する客観的評価ツールの導入によ

り開始された。指導員の客観的評価によれば、工業配

線、PLCの分野で、TOT後、指導員の専門知識・技術

の向上が認められた。 

 

表－３ 電気コース指導員の客観的評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：プロジェクト文書 

                                                        
2 指導員としての能力レベルの判断基準は、以下5段階評価で測った。1：Insignificant instruction experience, 2：Able to give 

instruction if provided support, 3：Able to give instruction unsupervised, 4：Able to give instruction satisfactorily although not to 

improve the instruction, 5：Able to give instruction satisfactorily and improve and can train other instructors 

 

PLC
Instruct 2011 2012 2013 2013

A 98 128 167 42.5
B 98 124 155 63.2
C － － 165 67.7
D 98 124 163 48.5
E － － 155 63.9
F － － 161 69.5
G － － 184 60.4
H 80 － 153 57.2
I － － 161 49.4
J － － 161 62.5
K 85 － 162 65.7
L 78 105 － －

M 84 110 － －

N 124 － － －

O 122 － － －
*Acceptable line is above 120 on Indstrial Wiring

**Acceptable line is above 60.0 on PLC 

Scores of Objective Assessment on
Instructors in Electrical Courses

Industrial Wiring 

Assesment Subjects



 

－12－ 

成果3についても、指導員能力強化が着実に図られてきたことが確認された。 

 

プロジェクトは、一連の研修プログラムを通じて、技術的支援、研修教材、機材を提供してき

た。TOTや伝達研修は、指導員養成ガイドに沿って実施され、研修の質の強化に寄与した。 

ブータン側カウンターパートのインタビューにより、本邦研修及びタイにおけるTOT研修は、電

気コース指導員の技術的能力の強化において、効果的かつ実践的であったと確認された。タイの

第三国研修については、終了時評価調査時点で26名の電気指導員が研修を受け、2013年2月には、

更に8名がタイに派遣される予定である。 

研修の質の強化が着実に進んでいることは、TTI-KとTTI-Rの電気指導員2名が2013年1月にプン

ツォリン地区の企業の電気技師を対象に向上訓練を実施したことからもうかがえると、ブータン

国側からも評価されている。 

また研修プログラムの一環として、プロジェクトでは、研修教材開発にかかるコンテストを実

施し、各TTIから計9名の指導員が参加した。同コンテストは、指導員に研修で学んだことの応用、

また研修効果の評価能力を高める機会を提供した。 

 

成果3における課題は、以下のとおりである。 

・ 指導員の能力強化は、TOTや指導員による客観的評価などにより着実に図られてきた。し

かし、電気指導員の技術的熟練度の定着には、継続的TOTの実施とブータン国政府の強い

イニシアティブにより、引き続き努力を要する。 

・ 成果3の達成において、最も大きな課題の1つは、電気指導員の不足であった。プロジェク

ト開始後、5名の電気指導員が既に辞職しており、TOT実施に影響を与えた。労働人材省

が十分な指導員確保のため、さらに尽力することが期待される。 

 

２－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：TTI-Kの電気コースが産業界のニーズに合った知識・技術を有する人材を輩

出する機関となり、他の電気コースを有するTTIで応用可能な知見が蓄積される 

 プロジェクト目標の指標 達成状況 

1 TTI-K卒業生に対する雇用者の

平均評価が平均期待度を上回る 

・ 2012年卒（プロジェクト活動による効果が期待できる初年

度）の雇用主へのアンケートの配布を実施（2013年1月末）

した結果3、TTI-K卒業生の知識・技術とも、おおむね高い

評価を得た。 

・ 本終了時評価においても、2012年度卒業生及びその雇用者

にインタビューを行ったが、雇用されて日が浅いため、パ

フォーマンス評価は難しかった。 

2 就職を希望したTTI-K電気コー

ス卒業生の卒業後半年時点にお

ける就職率が70％以上となる 

2012年の卒業生（59名）を対象に実施した雇用状況モニタリン

グによれば、回答のあった59名のうち47名（80％）が卒業後半

年以内に雇用されていた（2013年1月現在）。 

 

 

                                                        
3 アンケートでは、過去のKIEEの卒業生と2012年卒業の卒業生を知識・技術・態度において、比較をしてもらった。 
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3 プロジェクト活動と成果を普及

展開するためのワークショップ

参加者の満足度が5段階評価で4

以上となる 

・ 2012年2月に開催されたワークショップの参加者（DHR、

DOS代表、TTI校長等）21名のうち、13名から満足度につ

き回答を得たところ、参加者の満足度の平均は3.9（13名

中12名が4）であった。 

・ 2012年7月から9月にかけて、TTI 6校、IZC 2校4の指導員及

び職員に対して同様のワークショップを5回開催した。参

加者計126名の満足度の平均は、3.86であった。 

 

本プロジェクトは、目標達成に向けて、着実に進捗を遂げてきたことが、本終了時評価調査団

によって確認された。このことは、一部改善の余地が残されてはいるものの、プロジェクト目標

の指標の達成状況によっても裏づけられている。 

なお、プロジェクト目標の達成のためには、研修を受けた職員、特にTOTトレーナーがTTIに残

ることが不可欠である。 

 

２－４ 上位目標の達成の見込み 

上位目標：労働人材省下の職業訓練校電気コースが、産業界のニーズに合った知識・技術を有

する人材を輩出する 

指標1：卒業訓練校電気コース卒業生に対する雇用者の80％の平均評価が平均期待度を上回る 

指標2：就職を希望した職業訓練校電気コース卒業生の卒業後半年時点における就職率が70％

以上となる 

 

ブータン政府の強いイニシアティブのもと、すべてのステークホルダーにより必要かつ適切な

措置が取られれば、上位目標は達成できると期待される。 

今後10年間に、水力発電所が数箇所建設予定であること、またTTI-Kの2012年度卒業生の就職率

が80％であることは、上位目標達成に向けたプラスの要因といえる。 

指標1に関して、TTIの研修が産業界のニーズを満たすためには質の高い研修の実施が必要とな

るが、実現にあたっては、研修を受けた指導員及びTTI職員、研修機材、IAB活動を通じた研修ニ

ーズアセスメント等、プロジェクトで支援した要素すべてが不可欠となる。 

さらに指標2については、上述のとおり、TTI-Kの2012年度卒業生の80％が、卒業後半年時点で

就職している。今後、センターオブエクセレンス（CoE）構想が実現し、NC-3レベルの研修シス

テムが軌道に乗れば、より効果的な研修が実施され、企業に求められる電気技師の育成が可能と

なろう。 

 

２－５ 実施プロセスの状況 

２－５－１ プロジェクトの運営管理とモニタリング 

総じて、プロジェクト活動は、PDMに沿って実施されてきた。加えて、プロジェクトは、習

熟度別訓練システム（CBT）導入にかかる動きなど、プロジェクト目標達成のために必要な活動

については、ブータン側カウンターパートのニーズに沿う形で、適宜柔軟な対応がなされた。

                                                        
4 TTI-K, TTI-S, TTI-Ser, TTI-R, T.IZC, TTI-C, TTI-T, N.IZC 
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プロジェクトの進捗は、会議やワークショップ等、あらゆる機会を通じて、ステークホルダー

及び開発パートナーと共有されてきた。 

終了時評価時点で、合同調整委員会（JCC）が2回開催されている。JCCでは、ブータン側カウ

ンターパート、日本人専門家、JICAブータン事務所代表により、プロジェクト活動のレビュー

を行うとともに、プロジェクトサイトのステークホルダーにより、関連情報が共有された。 

 

２－５－２ ブータン側カウンターパートと日本人専門家とのパートナーシップ 

本プロジェクトは、ブータン、日本側関係者が、パートナーシップと信頼関係を醸成しなが

ら実施されてきた。前述のとおりプロジェクトは、各種ガイドライン/マニュアルの開発のプロ

セスにおいて、ステークホルダーの参加を促した。その結果、ブータン側カウンターパートの

プロジェクト活動に対するオーナーシップと責任が醸成され、彼らのプロジェクトに対する積

極的な参加、迅速な対応が可能となった。このようなアプローチは、プロジェクトの円滑な実

施の観点からも望ましく、適切であったと評価できる。 

 

２－５－３ 技術移転の方法 

本プロジェクトはステークホルダーを巻き込み、カウンターパートとともに活動することで、

TVET強化において労働人材省のみならず現場のニーズを反映させてきた。このアプローチは日

本の技術協力の特徴であり、比較優位であるとブータン側カウンターパートのインタビュー結

果からも裏づけられた。プロジェクトが円滑に実施された背景には、日本人及びタイ人専門家

による研修及び直接指導、カリキュラムの改訂、ツール/マニュアルの開発、機材供与などとの

相乗効果により、ブータン側カウンターパートの環境が整備されたことも大きな要因である。 
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第３章 終了時評価調査結果 
 

３－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、以下の理由から、現時点においても「高い」といえる。 

 

（1）プロジェクトの上位目標及びプロジェクト目標は、ブータンの政策と整合性をもつ。具体

的には、第10次5カ年計画（2008～2013）において、ブータン政府は、若年層の失業問題に取

り組むため、TVET強化へのコミットメントと支援を一層拡充することを表明している。 

 

（2）プロジェクトは、日本政府の対ブータン王国事業展開計画において開発課題「雇用創出に

向けた人材育成」に対する「人材育成及び雇用促進プログラム」のなかに位置づけられてお

り、対ブータン援助政策とも合致している。 

 

（3）プロジェクトサイトの選択も適切である。対象となったTTI-Kは、労働人材省が所在するテ

ィンプー、さらに産業が集積する南部プンツォリンに比較的近い。また、ターゲットグルー

プの選択も適切である。ブータンは、2013年までに全国電化100％の目標を掲げており、電気

技師に対する需要の増加が見込まれる。TTI-K電気コースをパイロットとし、プロジェクトが

さまざまな小さなサイクルの“PDCA（Plan-Do-Check-Action）”を牽引した。しかし、目に見

える効果を生み出したことが、ブータン政府及びステークホルダーのプロジェクト活動への

参加を促し、プロジェクト成果の他校への普及に寄与した。 

 

３－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は「やや高い」と判断される。3つの成果がほぼ達成され、プロジェクト

目標の達成に貢献したが、関係者は、TVET向上のため、更なる努力を続けることが必要である。 

 

（1）プロジェクト目標の達成度 

指標の達成度を鑑みると、プロジェクトは、目標達成に向けて、着実に進捗を遂げたと判

断できる。しかしながら、プロジェクト目標達成のためには、研修実施にかかる継続的なモ

ニタリング活動と、産業界のニーズを満たすため、研修の質の向上に更なる努力が必要であ

る。 

 

（2）プロジェクト目標達成への成果の貢献度 

・プロジェクトの有効性は、伝達研修による電気指導員の能力強化において、特に顕著であ

る。これらは、実践的な研修と機材供与により、もたらされたものである。 

・プロジェクトの支援により、研修教材、マニュアル/ガイドラインが開発されたが、これら

は、研修実施において、具体的に「どのように行うか」について明快な指示を与え、効果

的な研修の実践が非常に有効であった。 

 

（3）課題 

プロジェクト成果の更なるスケールアップのために強化する分野としては、指導員やTOT
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トレーナーの研修システムやM&Eシステムの制度化、ステークホルダー間の情報共有が挙げ

られる。これらはすべて労働人材省の強いイニシアティブのもと、進めていく必要がある。 

 

３－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は、「普通」と評価される。 

成果1と3に関しては、投入が成果達成のために有効活用され、ほとんどの指標において目標を

達成していることから、プロジェクトは効率的であったといえる。成果2については、効率性はあ

る程度認められつつも、効率性を担保するためには、指導員の不足など慢性的な課題があるため、

今後ブータン側による対応が必須となる。 

 

（1）日本側の投入 

日本側の投入は、人員、機材、運営費いずれも適切であった。専門家については、高度な

専門性と強いコミットメントが、ブータン側カウンターパートの能力向上とモチベーション

に多大に貢献したことが、本調査のインタビュー及び質問票調査によって裏づけられた。加

えて、特筆すべきは、TOT実施においてタイ国のリソースを最大限活用したことである。タイ

での第三国研修の実施は、費用、時間の面で効率的であるばかりか、労働市場の類似性によ

り、技術的な観点からも効率的であった。 

なお、一部機材が納入時点で、または数回の使用後に故障するという問題があった。ブー

タンでは地理的条件によりほとんどの機材に関してインド製品を購入せざるを得ないため、

プロジェクトでは購入前の品質確認に努めているとのことである。 

 

（2）ブータン側の投入 

ブータン側も、経験のある人材の配置のほか、プロジェクト事務所及び関連機材を提供し

た。またブータン側カウンターパートは、ニーズに基づき、適切な措置をとってきた。好例

として、TTI-Kの訓練スペースの拡張工事が挙げられる。これは、中間レビュー調査時の日本

側の強い提言により、実現したものである。しかしながら一方で、指導員不足は依然として

大きな課題であり、TOTの実施に支障をきたした。DHRは人事院に対し、指導員の増員を申

請したが、いまだ実現には至っておらず、指導員/訓練生の割合は1：20のままで、中間レビュ

ー調査時から改善が見られていない。 

 

（3）他のパートナーとの連携 

DHRとBhutan Association of Industriesとの連携により、南部産業界との円滑なコミュニケー

ションが図られ、ひいてはIAB設立へとつながった。またプロジェクトは、デンマーク国際開

発事業団（DANIDA）が支援したCBTカリキュラムに沿う形で、プロジェクト成果を最大限に

高めるとともに、M＆E実施にかかるワークショップをDANIDAと共同開催するなどの連携を

図ってきた。 

 

３－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトは、高い（大きい）。プロジェクトの実施により、以下の正のイン

パクトが認められた。他方、負のインパクトは認められなかった。 
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（1）IMSは、当初TTI-Kの電気コースに導入されたが、他のTTIや伝統美術工芸学校（IZC）に普

及された。 

 

（2）SMSを通じてTTI訓練生や卒業生との卒業生とのコミュニケーションは劇的に改善した。同

システムは費用効果が高く、対象者と直接つながることができ、研修へのフィードバックの

入手、卒業生の雇用状況のモニタリングに寄与している。今後さらにSMSを活用し、DHR/TTI、

IZCと産業界とのコミュニケーションが強化されることが期待される。 

 

（3）M&Eや指導員養成ガイドライン等、プロジェクトが開発したガイドライン/マニュアルは、

TTI-Kのみならず、他のTTIでも活用された。 

 

（4）労働人材省のイニシアティブにより実施されたTTI卒業生を対象にした卒業式や、技能労働

者を称えるナショナルイベント（ZORIG DAY）等は、ブータン国におけるTVETの社会的地位

向上に寄与した。 

 

（5）TOTを通じ、指導員間の連携が強化され、ひいてはTTI間の連携強化につながった。 

 

（6）研修機材の供与は、当初TTI-Kのみに予定されたが、一部の機材については、他のTTI（TTI-R, 

TTI-C, TTI-Ser）にも供与された。これにより、各TTIの研修環境が向上し、指導員の能力強化

が図られた。 

 

（7）プロジェクト活動によりPPPが強化された。好例として、TTI-KとTTI-Rの指導員が、プンツ

ォリン地区の企業の従業員を対象に向上訓練を実施したことが挙げられる。 

 

（8）プロジェクトのグッドプラクティスが、TVET会議のアジェンダに組み込まれた。同会議は、

TVET向上を目的とする国の最高レベルの諮問機関であり、プロジェクトの進捗がブータン側

によりフォローされるようになったことは意義が大きい。 

 

（9）プロジェクトにより研修を受けた指導員や職員が、TVET発展を担うリソースパーソンに育

ったことは、人的資源が限られるブータン国において、大きな成果といえる。 

 

上記インパクトは、スーパーゴールの達成にも寄与すると期待される。 

 

３－５ 持続性 

プロジェクトの持続性は、「普通」と判断される。 

総じて持続性は、労働人材省や他関係機関が、プロジェクトが支援した人材、技術、システム、

機材等を引き続き有効活用し、TVETの質の向上に必要な措置を行えば、ある程度担保されること

が見込まれる。しかし、組織面と財政面で一部課題が残る。 
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（1）政策面 

第10次5カ年計画（2008～2013）にも明記されているとおり、TVET強化にかかるブータン

政府のコミットメントは、今後も継続するものと思われる。第11次5カ年計画においては、コ

ースの多様化、PPPの推進、TVETの再構築など、質の強化に向け更なるコミットメントを表

明する予定である。したがって、政策面での持続性は、非常に高いといえる。 

 

（2）組織面 

ブータン政府が、研修の質を強化するために、TOT研修や指導員養成にかかる継続支援にコ

ミットメントを示していることは評価できる。電気技師の新国家職務能力標準にかかるモジ

ュール再構成において産業界と連携したこと、プロジェクトが中心となり設立されたIABへの

支援などが好例である。しかしながら、有能な指導員の恒常的不足は、大きな課題である。

問題解決にあたっては、労働人材省により、長期人材（特にTOTトレーナー）計画を構築する

ことが重要である。また、ゲレフに建設中の技術指導員養成施設や今後の継続的なTOT実施の

動向にも注視する必要がある。 

 

（3）財政面 

プロジェクトは、NC-3（NC-2の上位に位置する国家資格）レベルコースの研修を提供する

べく、能力強化を図ってきたものの、プロジェクト終了時までに完結することは不可能であ

る。ブータン側が同プログラムを完結し、継続するための財源確保が必要であるが、財政面

はドナーに依存しており、ドナーの長期的支援が不確定であることから、財政面での自発性

が担保されているとはいえない。財源の確保に向けたブータン政府内の調整が必要である。 

 

（4）技術面 

技術面に関しては、指導員に対し、技術的支援を提供するうえで、熟練したTOTトレーナー

の役割が重要となる。その意味で、プロジェクトにより開発されたTOTにかかる各種ガイドラ

イン/マニュアルが研修プログラムの実施に有効活用されることが期待される。また客観的評

価及び自己評価ツールも効果的な研修を維持するうえで重要である。加えて労働人材省によ

る各TTIのパフォーマンスの定期モニタリング及び迅速なフィードバックも重要である。さら

に、プロジェクトの教訓をすべてのステークホルダー間で共有することも大切である。 
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第４章 結論 
 

終了時評価調査団は、本プロジェクトが、一部課題は残るものの、活動を予定どおり実施し、

効果的アプローチと効率的投入により、目に見える成果を上げたと結論づけた。さらに、プロジ

ェクトは評価5項目の観点からも高く評価された。プロジェクトにより、もたらされた成果は、

TVET向上のため、ブータン側の強いイニシアティブにより、引き続き、維持されるべきである。 
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第５章 提言 
 

終了時評価調査の結果を受けて同調査団は以下の提言を行い、労働人材省及び各TTI校長が提言

の内容を了承している。 

 

５－１ TOTの継続的実施 

 （1）プロジェクト終了前 

本プロジェクトは、一連のTOTを実施してきた。本終了時評価調査において、電気コース指

導員の能力強化が図られたことが確認されており、指導員及びDHRのカウンターパートのイ

ンタビューにおいても、彼らの継続的能力強化が必要であると認識されている。したがって、

DHRは2013年2月末までにTOT中期計画を完成し、具体的な予算措置を伴う同計画の実施を確

実に行うこととする。またTOTを費用効果の高いものにするため、各TTI内でのインハウス研

修や、指導員を企業に派遣しての向上訓練の実施なども検討に値する。 

 

 （2）プロジェクト終了後 

労働人材省は、中期計画に沿って、TOTを実施する。 

 

５－２ IABを通じたPPPの推進 

 （1）プロジェクト終了前 

ブータンでは従来、TTIと産業界との連携は十分でなかった。かかる状況を受け、プロジェ

クトの支援によりIABが設立され、IAB会議を通じて官民連携（PPP）への具体的な取り組み

が十分でないなどさまざまな課題が浮き彫りとなった。DHR及びTTIは、強いイニシアティブ

を発揮し、IABが機能するように努めること。なお、IABは、2013年4月の第3回会議で取り組

むべき優先課題を決め、同年6月の第4回会議でアクションプランを策定する予定である。 

 

 （2）プロジェクト終了後 

DHR及びTTIは上述の第4回会議で策定されたアクションプランに基づき、第5回会議までに

プランを実行する。2013年11月の第5回会議では、実施内容につきフォローアップ及びM&Eを

行う。なお、IABの当面の運営はDHRが牽引しつつ、最終的にはTTIが運営できるよう、DHR

はTTIを支援していく。 

 

５－３ IMSの適切な活用 

プロジェクトは、TTI-Kだけでなく、他のTTI電気コースにも研修機材を供与した。これはスー

パーゴールである「電気コースの経験を通じて職業教育訓練の質を強化する」を念頭においたも

のである。 

本終了時評価において、一部の機材が適切に管理されておらず修理が必要なものがあったり、

TTI間での機材の貸し借りに関する記録の不備が確認されている。プロジェクトでは、TTIにおけ

る適切な機材管理を行うべくIMSを開発しており、今後の活用が期待される。 

 



 

－21－ 

 （1）プロジェクト終了前 

各TTIと日本人専門家はIMSを活用し、機材管理にかかる適切なフォローアップを行う。 

 

 （2）プロジェクト終了後 

各TTIが中心となりIMSを活用し、適切な機材管理を行う。 

 

５－４ 定期的M&Eの実施 

これまで、M&Eはシステマティックに実施されてこなかった。しかし、ブータン側カウンター

パートはプロジェクト活動を通じて、M&Eの意義を認識し、同システムが開発された。 

 

 （1）プロジェクト終了前 

DHRは、プロジェクトが開発したM&Eガイドラインに基づき、2013年3月にTTIにおける訓

練実施の状況につきM&Eを実施する。その後M&Eの結果を踏まえて2013年6月までにTTIにフ

ィードバックを行う。 

 

 （2）プロジェクト終了後 

DHRは年に2回、定期的M&Eを実施する。TTIも日常業務においてM&Eを実施すること。DHR

は、M&Eに必要な予算及び人的措置を図り、運営費を継続的に賄うよう努力する。 

 

５－５ CoE構想の実現 

現在、電気コースを有するTTIは4校で、限られた資源（指導員、機材等）が4校に分散している

のが現状である。CoE構想は、ブータンにおける研修実施において効果的な方法といえる。 

（プロジェクト終了後） 

DHRがCoE構想を具体化し、実現することが必要である。第一段階として、CoEのアクションプ

ランが2013年12月末までに策定されること。 

 

５－６ NC-3レベル研修の実施 

NC-3レベルの研修は、産業界のニーズを満たすためには不可欠であり、プロジェクトでは指導

員の能力強化、NC-3レベル用の機材供与等の支援を行ってきた。しかしながら、NC-3レベルの研

修システムは、いまだ完全には確立されていない。 

 

 （1）プロジェクト終了前 

DHRは、NC-3レベルの研修プランを策定する。 

 

 （2）プロジェクト終了後 

DOSと共同し、DHRは上記プランに基づきNC-3レベルの研修を実施する。 

 

５－７ プロジェクトにより導入された新システムの継続実施 

（プロジェクト終了後） 

プロジェクトは、M&E、IMS、SMS等、さまざまな新システムを開発し、導入した。これらは
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スーパーゴールを達成するうえでも重要な役割を果たす。しかし、まだ導入されて日が浅いため、

フルに活用されていないのが現状である。したがって、ブータン側カウンターパートの強いイニ

シアティブにより、これらが継続的に活用されることが重要である。 
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第６章 団員所感 
 

電気分野官団員 平松 健二 

本プロジェクトの目標に対する成果は、①M&Eシステム、②TOTシステムの構築に集約されて

いる。①はチーフアドバイザーがDHRのスタッフとともに開発したSMSシステムである。ブータ

ンは国土の60～70％が山岳地であり、モニタリングにウェブ及び電話網を結合したSMSシステム

は有効な手段である。このシステムには企業のニーズ調査、卒業生の追跡調査、②で実施された

教材、機材管理情報等がデータベース化して蓄積される予定である。 

一方、Department of Employmentが実施しているキャリア・ガイダンス、雇用相談、ジョブ・マ

ッチング、起業家の育成、地方ジョブ・フェアを通じて実施されているpre-employment engagement

プログラム、apprenticeship trainingプログラム等の実績をウェブサイトに公表しており、関係機関

の更なる協議が望ましい。以上のことからSMSシステムは他機関の情報システムと競合すること

なく、効率的にリンクさせ、システム自体を大きくしない手軽なシステムにする配慮が必要であ

ろう。 

問題点は、サーバーがTTI-Kに設置され、専任の管理者がいない、システムの更新やアクセスの

許可、ウィルス対策などシステム正常運用の対策が必要となる。 

②はブータンの指導員の能力を向上させるための研修手段として、TTI-Kを電気分野のパイロッ

ト校として他のTTIに普及させようとする。ブータンはインドの援助による発電所が多数存在し、

まだ更に数箇所建設計画がある。発電所や変電所の保守管理業務が将来増加されることが予測で

きる。また、TTIの卒業生の就職先人気は公務員、発電所・送配電所の職員等であることからも、

電気分野をモデルにすることは適切である。 

TOTの訓練内容はCBT/NC-2（2010年5月）、NC-2（現在策定中）に準拠しており、両レベルは屋

内配線、工場配線を主体とした学科及び実習が主体となっている。発電所のインド人技術者によ

ると、PLC技術、パワー・エレクトロニクス技術等も今後必要となるとのことであった。専門家は

PLC技術を積極的に取り入れており、妥当であると思われる。 

電気分野の技術も、今後PLCを主体とした制御技術、センサーや計装技術が要求される。現在イ

ンド人技術者に頼っている分野をブータンの若年労働者がカバーしなければならない。個人の指

導員がすべての分野を習得することは難しい点と、TTI-Kの指導員はそれぞれ専門分野があること

に鑑みて、若い指導員にもそれぞれの得意分野に限ってTOTを実施できるようにした方が効率的で

ある。TOTは実績が上がってきていることからも、今後は技術分野が広がることに備え、TTI-Kの

指導員の持つ有益な意見を吸い上げ、TOTの訓練内容だけでなく、運用のノウハウを集約し、中央

に進言することが望ましい。 

また、教育訓練に機材は不可欠であることから、機材や実地訓練機会の提供も含めて企業との

WIN-WINの関係を構築する準備が必要である。 

最後に、CoE構想が実現化されようとしている。このなかにはM&Eシステムの更なる発展、指

導員不足解消のための指導員養成コース、指導員の技術向上訓練のための研修等も含まれている。

プロジェクトは最終段階を迎え、成果の集約や定着を確認する時期に至っている。これらのプロ

ジェクトの成果を引き継ぐまたとない機会が与えられたと言ってもよい。 
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